予算要求資料
平成28年度当初予算　　支出科目　款：総務費　 項：企画開発費 　目：水資源対策費　　　
	事業名　水循環解析調査費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　都市建築部　水資源課　企画係　電話番号：058-272-1111（内2483  ）

　　　　　　　E-mail： c11668@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　20,867千円（前年度予算額：　35,000千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	35,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	35,000

	要求額
	20,867
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	20,867

	決定額
	20,800
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	20,800


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・地下水は、岐阜・西濃・中濃地域を中心に県下全域で利用され、県民生活
や経済活動に欠かせない重要な水源の一つとなっている。
・東日本大震災後、災害時あるいは震災復興の水源として、井戸の重要性が
高まっている。
・今後、東海環状自動車道西回り区間の開通やリニア中央新幹線の開業によ
る水需要の増加、気象変動による降水量減少など、地下水収支（かん養量－利用量）の悪化につながる事象が十分に予想される。

・地下水環境の悪化は地盤沈下や枯渇につながる恐れがあるが、県内の地下水利用状況を十分把握できていないため、適時、適切な防止策を行えない。
（２）事業内容

・昨年度作成した県内全域の水循環解析モデルを用いて、渇水時等（地下水揚水量の変化時、水田の減少・耕作放棄率の増加時、地球温暖化による気候変化時、複合シナリオ等１２ケースを想定）のシミュレーションを実施し、岐阜県の地下水管理策検討の参考とする。
（３）県負担・補助率の考え方

・県10/10（県民生活や経済活動に必要な水資源の保全対策であるため）
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	294
	地下水に関する有識者会議 委員謝金

	旅費
	144
	地下水に関する有識者会議 委員費用弁償、職員旅費

	需用費
	24
	消耗品購入費

	役務費
	12
	郵便料、電話料

	委託料
	20,078
	渇水時等シミュレーション調査委託費

	使用料及び賃借料
	315
	地下水に関する有識者会議 会場借上料、高速道路使用料

	合計
	20,867
	


	　決定額の考え方　



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　岐阜県水資源長期需給計画

　　　岐阜県における地盤沈下防止のための地下水保全指針
（２）国・他県の状況

・地下水は、民法の規定等により「法令の制限が無い限り、土地所有者が自
由に利用できるもの」とされてきたが、平成26年7月1日に施行された水
循環基本法により、「国民共有の貴重な財産であり、公共性の高いもの」と
の基本理念が示された。
・高度経済成長期に、地盤沈下防止を目的に工業用水法や条例等による揚水
規制が導入されたが、近年、地盤沈下が沈静化しているため、地下水の利用
と保全の両立の観点で、規制を見直そうとする動きがみられる。

・外国資本による水源地買収への対応や、水資源の長期的な保全の観点から、
水循環解析モデルによるシミュレーションを行い、新たな地下水保全条例を
制定しようとする動きが見られる。

（３）今後の予定

本事業で得られたシミュレーション結果をもとに、岐阜県における水循環の現状・課題を把握し、有識者等関係者の意見を参考にして、岐阜県の地下水管理策を検討する。

（別紙２）
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　県内全域における水循環状況を把握し、県民生活や経済活動への地下水の有効活用と、地盤沈下や地下水枯渇の防止との両立を図るための基盤とする。

	（目標の達成度を示す指標と実績）

指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	県下全域の水循環状況を解明する初めての事業であり、精度等も不明であるため、指標の設定には適さない。



（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

・地下水に関する有識者会議の実施（６月と２月の２回実施）
　水循環解析調査業務について、意見をいただいた。

・水循環解析調査業務を実施し、県内全域の水循環モデルを作成し、地下水の流れや水収支を把握した。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

有識者会議でいただいた意見を参考に、県内全域の水循環解析モデルを作成した。特に、モデルで使用するデータの取り扱いや精度など、専門的な意見をいただき、モデルに反映することができた。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	地下水は、岐阜・西濃・中濃地域を中心に県下全域で利用され、県民生活や経済活動に欠かせない重要な水源の一つである。

地下水は、大規模な自然災害、渇水等の異常時に、地盤沈下や枯渇が起きるぜい弱性があり、東海環状自動車道西回り区間の開通等に伴う水需要の増加による地下水収支の悪化も懸念される。

地下水の利用と保全の両立を図りながら、地下水を適切に管理するため、昨年度作成した水循環解析モデルを用いて渇水時等の将来予測をする必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	前項の「前年度の取り組みにより得られた事業成果、今後見込まれる成果」以外にも、地下水の流れを知ることで、災害時における生活・防災用水への地下水利用や渇水時における地下水利用者への節水の呼びかけに活用できる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	　業務遂行にあたり、各市町村における地下水の水量保全担当課を明確化し、水道・工業・農業・防災等各部局が保有する地下水利用データの調査を求めることで、事業の効率化を図っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
大規模な自然災害、渇水等の異常時においても、地盤沈下や枯渇を起こすことなく、安定して地下水を確保できるよう、必要に応じて、地下水保全策、地下水かん養量の増加策、地下水利用量の減少策を検討実施する必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

前年度構築した県内全域の水循環解析モデルをもとに、渇水時等の水循環シミュレーションを行い、長期的な観点で、地下水の利用と保全の両立策を検討していく。


